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１．なぜ中期経営計画が必要なのか 

① 中長期計画とは 

社会福祉法人を取り巻く環境は日々変化しており、社会福祉法人に期待され

ている役割はますます大きくなっています。 

このような状況において、中期経営計画は、社会福祉協議会を取り巻くさま

ざまな変化に対応するために、社協自らが将来のビジョンを明らかにし、取り

組むべき重点課題を定め、それらに計画的に取り組めるよう具体的方法を定め

るものです。 

 

 

     中期経営計画を策定することにより得られる効果 

 

● 基本理念等ならびに事業目的を明確化し、組織に浸透させることができる 

● 継続性、計画性に基づいた意思決定を推し進めることができる 

● 事業の管理遂行を円滑に行うことができる 

● 組織内外に説明責任を果たし、社会福祉法人の信頼を高めることができる 

 

 

 上記の効果にあるように、社協内部において、事業の目的や基本理念等を明

確化、可視化し、すべての職員に共有することで、職員が同じ方向を向いて業

務に取り組むことができるようになります。また、それぞれの職員の業務目標

が、法人の理念に沿った形で達成できるようになります。 

 つまり、中長期計画の策定にあたっては、役職や職種・部門・部署を越え

て、職員が共通理解のもと、共に創意工夫を凝らして考え、それぞれの役割を

全うすることにより、組織力・経営力が高まることにもなります。 

  

② 中期経営計画の必要性 

 中期経営計画において将来像を描くことで経営の基軸が決まり、場当たり的

な経営ではなく、日々ブレない経営判断ができるようになります。困ったとき 

に振り返ることもできます。 

また、中期経営計画そのものを、PDCA サイクルによって定期的な見直し

を行うことで、環境変化や単年度の事業成果が、めざすべき将来像にどのよう 

な影響を与えるのか等を把握することにもつながります。 
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③ 中期経営計画と地域福祉活動計画との関係 

 地域福祉活動計画は、地域住民、地域において社会福祉に関する活動を行う

者等の福祉関係者と社会福祉協議会職員が、相互に協力して策定する地域福祉

の推進を目的とした計画です。中期経営計画は、社会福祉協議会の職員が、そ

の取り組みを円滑に進めていくための経営基盤強化をめざす計画です。 

 

中期経営計画 違い 地域福祉活動計画 

社協職員 誰が作るか 地域の福祉関係者と社協職員 

５年 期間 ６年 

社協の経営基盤強化 何のためか 地域の福祉課題を解決するための

取り組みや目標を具体的にする 

社協の職員 誰が取り組むか 地域住民、地域団体、社協の職員 

 

④ 中期経営計画は未来に向けてのスタートライン 

 中期経営計画は、社協としての目標に向かって全員で進んでいくべき指針と

なるものですが、策定する過程、また策定後の実施・評価においても職員の意

識改革、そして事務事業の見直しを望むものです。 

策定したら終わりの計画ではなく、職員個人としての自覚と連帯感の強化、

一人一人が主体的に取り組む姿勢、また組織としては、社協の役割を認識した

組織目標の設定や時代に即した課題解決へのチャレンジなど、総合力の向上、

組織の基盤強化につながっていくものとして、この計画を策定することは、未

来に向けてのスタートラインに立つためのものと捉えています。 

 

2．中期経営計画策定の具体的な方法 

① 基本手順 

 中期経営計画の策定は、PDCAサイクルにより行われるものです。策定の基

本手順は、以下の通りです。 

    計画づくりの準備段階 

          ・理事会に対して社協組織の環境分析シート作成と 

中期経営計画策定予定について報告 

           （環境分析シートは係長以上が担当職員と取りまとめたもの） 

    経営理念・基本方針の設定 

          ・社協の将来ビジョンの検討にあたって、社協の使命や経営

理念を再確認し、係長以上が中心となり、全職員の意見を

集約 
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   経営状況・経営環境の把握・分析 

               ・社協の使命や経営理念を具体的に実現していくためには、

経営戦略が必要。SWOT による強みと弱みの分析につい

て、係長以上が中心となり、全職員の意見を集約 

         ・財務状況の把握をするために、財務分析を行い、全国の市

区町村社協（平均）の財務指標と比較し、職員に周知 

      経営課題の抽出・把握 

          ・課題シートの作成、達成方針等について、係長以上が中心

となり、全職員の意見を集約 

    経営戦略の策定 

          ・望まれる社協像、事業の目標（経営ビジョン）に到達する

ために社協として、何を重点的に行い、いつごろまでに、

どのような結果をめざすのかを示す 

    計画の取りまとめ 

 

      実施・評価 

 

 

② 策定の留意点 

 中期経営計画の策定にあたっては、以下の点に留意する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ １の④での記載のとおり、計画を立てることはスタートライン 

□ 中期経営計画は、一部の役職員だけのものではない 

□ 中期経営計画は、全役職員に浸透することが重要 

□ 年次計画と同様に、PDCA サイクルを回していくことが重要 
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3. 社協の現状 

① 市区町村社協経営指針に基づくチェックリスト 

 中期経営計画の策定にあたっては、まずは、社協において事業・活動、組織の

現状を振り返り、今後の取り組み課題に関する組織的な検討につなげる必要が

あります。 

チェックリストは、各社協の「強み」、「弱み」、各社協における事業・活動の

実施状況や課題等を「見える化」し、各社協の今後の経営に関する組織的な協議

に資するために実施するものです。 

 

＜参考：チェックリストの一部＞ 

 

 

（都道府県名：徳島県　）（社協名：小松島市社会福祉協議会　）

市区町村社協経営指針に基づくチェックリスト

Ⅰ　法人経営部門

※評価点（◎できている：3点、○ある程度できている：2点、△あまりできていない：1点、×できていない：0点）

（1）理念に基づく計画的な経営
回答 評価点

前年度

(Ｒ6年度）

①使命、理念、基本方針の明文化と周

知

【取り組みのポイント】　〔経営〕P12-15

・自社協の使命や理念、基本方針を明文化し、会議や研修等の機会

を通じて役職員に周知する。

・役職員が、自社協の使命や理念、基本方針を共通認識し、各事

業・活動の実施や組織運営にあたって、それらを具体化するよう取

り組む。

・自社協の使命や理念、基本方針を住民や行政、地域の関係者に周

知する。

②中・長期的な経営計画に基づく組織

経営

【取り組みのポイント】　〔経営〕P18-19

・社協をとりまく環境の変化とめざす地域福祉や社協の姿、組織と

事業・活動の現状を踏まえ、中・長期の経営方針を明確にする。

・事業・活動や財源、人材等に関する中・長期の経営計画を役職員

参加のもとで策定する。

・中・長期の経営計画を踏まえて単年度の事業計画を策定する。ま

た、年度終了時には事業の実施状況や成果について評価し、次年度

の計画に活かす。

・中・長期計画の進捗状況の評価、個別の事業・活動にかかる費用

や業務負担と効果の定期的な把握を行い、必要に応じて計画を見直

す。

（2）人材確保・育成・定着支援

①職員の確保・育成・定着支援 【取り組みのポイント】〔経営〕P45-46

・自社協の理念・基本方針の実現に向けて、求めている人材像や人

材確保・育成・定着に関する方針、職員体制に関する基本的な考え

方を明確化する。

・年度ごとに研修計画を策定し、OJT、Off-JT、SDS※を計画的に

実施する。

※SDS（Self Development System）：自己啓発支援制度

・職員の管理・教育・支援のため、スーパービジョンやコンサル

テーションの体制を構築する。

・社協職員による質の高いサービスや活動を実施するため、社会福

祉士、精神保健福祉士、介護福祉士等の資格取得を促進する。

・社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士等の実習生の受け入れ

を積極的に行う。

・マネジメントを担う職員の計画的な能力開発・育成を進める。
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◎チェックリスト結果 

  社協職員２８人中、ランダムに抽出した１０人から得た回答の平均で 

得点を出しました。以下は、全国平均との比較です。 

 チェックリストは、法人経営部門で２１問、地域福祉活動推進部門で１９問、

相談支援・権利擁護部門で９問、介護・生活支援サービス部門で４問の設問があ

りました。小松島社協の結果は、法人経営部門、地域福祉活動推進部門、介護・

生活支援サービスの３部門が平均を下回っていました。 

 

   
 

 

 

 

１０万人未満全国平均 小松島社協（R7）

【Ⅰ】法人経営部門 62.7 34.9

【Ⅱ】地域福祉活動推進部門 53.2 40.4

【Ⅲ】相談支援・権利擁護部門 57.8 59.3

【Ⅳ】介護・生活支援サービス部門 59.2 33.3
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2
5

-
3
,
1
5
1
,
3
0
0

9
,
4
8
5
,
3
2
5

 
 
 
 
法

人
税

、
住

民
税

及
び

事
業

税
(
1
2
)

8
0
,
0
0
0

8
0
,
0
0
0

0
 
 
 
 
法

人
税

等
調

整
額

(
1
3
)

0
0

0
 
 
 
 
当

期
活

動
増

減
差

額
(
1
4
)
=
(
1
1
)
-
(
1
2
)
-
(
1
3
)

6
,
2
5
4
,
0
2
5

-
3
,
2
3
1
,
3
0
0

9
,
4
8
5
,
3
2
5

前
期

繰
越

活
動

増
減

差
額

(
1
5
)

1
7
,
1
8
0
,
7
9
5

2
0
,
4
1
2
,
0
9
5

-
3
,
2
3
1
,
3
0
0

当
期

末
繰

越
活

動
増

減
差

額
(
1
6
)
=
(
1
4
)
+
(
1
5
)

2
3
,
4
3
4
,
8
2
0

1
7
,
1
8
0
,
7
9
5

6
,
2
5
4
,
0
2
5

基
本

金
取

崩
額

(
1
7
)

0
0

0
基

金
取

崩
額

(
1
8
)

0
0

0
そ

の
他

の
積

立
金

取
崩

額
(
1
9
)

0
0

0
そ

の
他

の
積

立
金

積
立

額
(
2
0
)

0
0

0

次
期

繰
越

活
動

増
減

差
額

(
2
1
)
=
(
1
6
)
+
(
1
7
)
+
(
1
8
)
+
(
1
9
)
-
(
2
0
)

2
3
,
4
3
4
,
8
2
0

1
7
,
1
8
0
,
7
9
5

6
,
2
5
4
,
0
2
5

法
人

単
位

事
業

活
動

計
算

書
(
自

)
 
令

和
 
6
年

 
4
月

 
1
日

 
(
至

)
 
令

和
 
7
年

 
3
月

3
1
日

勘
　

定
　

科
　

目

サービス活動増減の部

収益費用

繰越活動増減差額の部 サービス活動外増減の部

収益費用

特別増減の部

収益費用

収
益

性
：
サ
ー
ビ
ス
活

動
増
減

差
額
率

収
益
性

：
経

常
増

減
差

額
率

（7
）
÷
（１

）

特
別

な
要

因
を
除

く
法
人

の
経
常

的
な
活

動
に
よ
る
収

益
性

を
示

す
。

合
理
性

：
人

件
費

比
率

人
件
費
÷
（
1
）

R
6
年

度
7

0
.3

％

人
件

費
の

割
合

を
示

す
。

R
5
年

度
6

5
.6

％
全

国
平

均
7

3
.9

％

安
定
的

な
経

営
の

た
め
に
は
値

を
一

定
水
準
以
下

に
抑

え
る
必
要
あ
り
。
収
益
性

が
悪
化

し
て
い
る
場

合
に
は
過

剰
人
員

の
可
能

性
あ
り

合
理

性
：
事

業
費

比
率

事
業

費
÷
（
1
）

R
6
年

度
2

3
.6

％

R
5
年

度
3

2
.4

％
全
国
平
均

1
4

.2
％

住
民

へ
の

福
祉

サ
ー
ビ
ス
の
提

供
に
直

接
要

す
る
経

費
の

割
合
を
示
す
。

合
理
性

：
事

務
費

比
率

事
務
費

÷
（
1
）

R
6
年

度
0

.9
％

R
5
年

度
1
％

全
国

平
均

8
.5

％

法
人
の

運
営

に
要

す
る
一

般
管
理

的
な
経

費
（
人
件

費
除
く
）の

割
合

を
示

す
。
外
部
委

託
の
利

用
や
施
設

の
老
朽

化
の
度

合
い
に
よ
る

経
営
自

立
性

：
（
（1

）
－

経
常

経
費
補

助
金
収

益
－
受

託
金
収

益
）÷

（
1
）

R
６
年

度
2

8
％

ど
の

程
度

補
助

金
や
受
託

金
に
依
存

せ
ず
に
経

営
し
て
い

る
か
を
示
す
。

R
５
年

度
2

7
％

全
国

平
均

5
1
.2

％
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 これらの財務指標で全国平均と比較すると、自己収益比率（％）が平均の半分

程度であること以外は、平均か、それよりも値が良いことがわかります。 

 自己収益比率は、補助金や受託金に依存せずに経営しているかを示すもので、

値が高いほど補助金や受託金に相対的に依存しておらず、経営自立性が高いこ

とを意味しています。 

 

(
単

位
：

円
)

当
年

度
末

前
年

度
末

増
 
 
 
 
減

当
年

度
末

前
年

度
末

増
 
 
 
 
減

0
0
0
1
 
流

動
資

産
1
0
3
,
8
5
1
,
9
9
7

1
0
8
,
5
8
2
,
2
7
5

-
4
,
7
3
0
,
2
7
8
0
0
0
6
 
流

動
負

債
4
8
,
3
2
1
,
5
8
3

4
7
,
2
2
9
,
9
4
2

1
,
0
9
1
,
6
4
1

 
 
0
3
2
2
 
現

金
預

金
7
4
,
5
5
7
,
5
5
1

7
9
,
5
0
2
,
2
6
4

-
4
,
9
4
4
,
7
1
3
 
 
2
1
1
2
 
事

業
未

払
金

3
5
,
0
0
5
,
6
4
5

3
5
,
3
3
0
,
8
7
6

-
3
2
5
,
2
3
1

 
 
1
1
3
1
 
事

業
未

収
金

2
8
,
8
0
6
,
2
0
8

2
7
,
3
4
9
,
3
1
4

1
,
4
5
6
,
8
9
4
 
 
2
1
2
4
 
1
年

以
内

返
済

予
定

リ
ー

ス
債

務
3
8
0
,
5
5
6

3
8
0
,
5
5
6

0
 
 
1
1
3
2
 
未

収
金

3
5
6
,
0
3
3

3
7
8
,
1
9
7

-
2
2
,
1
6
4
 
 
2
1
3
2
 
預

り
金

1
,
1
1
2
,
0
6
0

6
4
,
5
6
5

1
,
0
4
7
,
4
9
5

 
 
1
1
3
3
 
未

収
補

助
金

0
4
2
,
0
0
0

-
4
2
,
0
0
0
 
 
2
1
3
3
 
職

員
預

り
金

2
,
4
4
6
,
5
9
3

1
,
5
0
1
,
0
5
6

9
4
5
,
5
3
7

 
 
1
1
3
4
 
未

収
収

益
3
8
,
0
5
0

1
2
,
5
0
0

2
5
,
5
5
0
 
 
2
1
4
2
 
前

受
収

益
1
4
8
,
5
0
0

1
7
2
,
5
0
0

-
2
4
,
0
0
0

 
 
1
1
6
2
 
前

払
金

9
4
,
1
5
5

0
9
4
,
1
5
5
 
 
2
1
5
2
 
賞

与
引

当
金

9
,
1
4
8
,
2
2
9

9
,
7
0
0
,
3
8
9

-
5
5
2
,
1
6
0

 
 
1
1
8
1
 
仮

払
金

0
1
,
2
9
8
,
0
0
0

-
1
,
2
9
8
,
0
0
0
 
 
2
1
5
3
 
未

払
法

人
税

等
8
0
,
0
0
0

8
0
,
0
0
0

0
0
0
0
2
 
固

定
資

産
5
8
0
,
5
6
2
,
9
1
8

5
9
1
,
8
7
4
,
9
1
1

-
1
1
,
3
1
1
,
9
9
3
0
0
0
7
 
固

定
負

債
9
2
,
0
4
5
,
0
4
6

1
0
1
,
9
7
3
,
8
1
2

-
9
,
9
2
8
,
7
6
6

 
0
0
0
3
 
基

本
財

産
4
8
9
,
5
0
6
,
3
3
4

4
9
3
,
5
5
6
,
5
4
6

-
4
,
0
5
0
,
2
1
2
 
 
2
3
1
3
 
リ

ー
ス

債
務

2
6
7
,
6
9
6

6
4
8
,
2
5
2

-
3
8
0
,
5
5
6

 
 
1
2
1
1
 
土

地
3
6
1
,
1
5
9
,
2
0
0

3
6
1
,
1
5
9
,
2
0
0

0
 
 
2
3
2
1
 
退

職
給

付
引

当
金

9
1
,
7
7
7
,
3
5
0

1
0
1
,
3
2
5
,
5
6
0

-
9
,
5
4
8
,
2
1
0

 
 
1
2
1
2
 
建

物
1
2
7
,
2
1
3
,
0
3
7

1
3
1
,
2
5
6
,
8
9
6

-
4
,
0
4
3
,
8
5
9

負
債

の
部

合
計

1
4
0
,
3
6
6
,
6
2
9

1
4
9
,
2
0
3
,
7
5
4

-
8
,
8
3
7
,
1
2
5

 
 
1
2
1
3
 
建

物
付

属
設

備
1
3
4
,
0
9
7

1
4
0
,
4
5
0

-
6
,
3
5
3

 
 
1
2
2
1
 
定

期
預

金
1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0
0
0
9
 
基

本
金

4
1
6
,
8
1
8
,
2
0
0

4
1
6
,
8
1
8
,
2
0
0

0
 
0
0
0
4
 
そ

の
他

の
固

定
資

産
9
1
,
0
5
6
,
5
8
4

9
8
,
3
1
8
,
3
6
5

-
7
,
2
6
1
,
7
8
1
 
 
3
1
1
1
 
基

本
金

4
1
6
,
8
1
8
,
2
0
0

4
1
6
,
8
1
8
,
2
0
0

0
 
 
1
3
1
2
 
建

物
2
2
3
,
1
2
3

2
8
0
,
1
9
1

-
5
7
,
0
6
8
0
2
5
8
 
基

金
0

0
0

 
 
1
3
2
0
 
建

物
付

属
設

備
8
,
5
9
7
,
9
0
8

9
,
5
5
0
,
7
4
6

-
9
5
2
,
8
3
8
0
0
1
0
 
国

庫
補

助
金

等
特

別
積

立
金

1
1
0
,
0
4
9
,
2
9
1

1
1
4
,
0
2
3
,
1
3
7

-
3
,
9
7
3
,
8
4
6

 
 
1
3
1
3
 
構

築
物

1
6
6
,
4
3
8

1
9
2
,
5
0
7

-
2
6
,
0
6
9
 
 
3
2
1
1
 
国

庫
補

助
金

等
特

別
積

立
金

1
1
0
,
0
4
9
,
2
9
1

1
1
4
,
0
2
3
,
1
3
7

-
3
,
9
7
3
,
8
4
6

 
 
1
3
1
5
 
車

輌
運

搬
具

6
3
1
4
,
9
7
5

-
3
1
4
,
9
6
9
0
0
1
2
 
次

期
繰

越
活

動
増

減
差

額
1
7
,
1
8
0
,
7
9
5

2
0
,
4
1
2
,
0
9
5

-
3
,
2
3
1
,
3
0
0

 
 
1
3
1
6
 
器

具
及

び
備

品
1
,
9
8
3
,
2
0
7

1
,
7
1
0
,
4
2
8

2
7
2
,
7
7
9
 
 
3
3
1
1
 
次

期
繰

越
活

動
増

減
差

額
1
7
,
1
8
0
,
7
9
5

2
0
,
4
1
2
,
0
9
5

-
3
,
2
3
1
,
3
0
0

 
 
1
3
1
9
 
有

形
リ

ー
ス

資
産

6
4
8
,
2
5
2

1
,
0
2
8
,
8
0
8

-
3
8
0
,
5
5
6
 
 
3
3
1
2
 
（

う
ち

当
期

活
動

増
減

差
額

）
-
3
,
2
3
1
,
3
0
0

-
6
9
8
,
3
6
2

-
2
,
5
3
2
,
9
3
8

 
 
1
3
2
2
 
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
5
3
5
,
0
4
0

6
3
3
,
6
0
0

-
9
8
,
5
6
0

 
 
1
3
5
1
 
退

職
手

当
積

立
基

金
預

け
金

7
8
,
8
5
3
,
2
3
0

8
4
,
5
5
7
,
7
3
0

-
5
,
7
0
4
,
5
0
0

 
 
1
3
3
6
 
リ

サ
イ

ク
ル

預
託

金
4
9
,
3
8
0

4
9
,
3
8
0

0
純

資
産

の
部

合
計

5
4
4
,
0
4
8
,
2
8
6

5
5
1
,
2
5
3
,
4
3
2

-
7
,
2
0
5
,
1
4
6

資
産

の
部

合
計

6
8
4
,
4
1
4
,
9
1
5

7
0
0
,
4
5
7
,
1
8
6

-
1
6
,
0
4
2
,
2
7
1

負
債

及
び

純
資

産
の

部
合

計
6
8
4
,
4
1
4
,
9
1
5

7
0
0
,
4
5
7
,
1
8
6

-
1
6
,
0
4
2
,
2
7
1

　
　

　
　

安
定

性
・

持
続

性

法
人

単
位

貸
借

対
照

表
令

和
 
6
年

 
3
月

3
1
日

現
在

資
 
 
 
 
産

 
 
 
 
の

 
 
 
 
部

負
 
 
 
 
債

 
 
 
 
の

 
 
 
 
部

純
 
 
資

 
 
産

 
 
の

 
 
部

短
期

安
定

性
：
流

動
比

率

流
動
資
産
÷
流
動
負
債

R
６
年
度

2
1
5
％

短
期

支
払

い
義

務
に

対
す
る
支

払
い
能

力
を
示

す
。

R
５
年

度
2

3
0
％

全
国

平
均

2
8

4
.2

％

２
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い
。

長
期
持
続
性
：
固
定
長
期
適
合
率

固
定

資
産
÷
（
純

資
産
＋

固
定
負

債
）

R
６
年

度
9

1
.3

％

R
５
年
度

9
0

.6
％

全
国
平
均

8
0

.4
％

固
定

資
産

の
整

備
に
か
か
わ
る
資

金
調
達

の
バ
ラ
ン
ス
を
示

す
。

固
定
資
産
が
返
済
不
要
な
資
金
又
は
長
期
間
に
わ
た
っ
て
返
済
す
る
資
金
に
よ
り
賄
わ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
値
が
１
０
０
％
以
下
で
あ
る
こ
と
が
判
定
の
目
安
と
な
る
。

資
金

繰
り
：
現

預
金

回
転

期
間

現
金
預
金
÷
（
サ
ー
ビ
ス
活
動
収
益
計
÷

1
2
）

R
６
年
度

4
.1
月

R
５
年

度
4

.2
月

全
国

平
均

2
.9

1
月

サ
ー
ビ
ス
活

動
収

益
を
基

準
と
し
た
場

合
に
現
金

を
ど
れ
く
ら
い

保
有

し
て
い
る
の

か
を
月

数
で
表
す
。

２
か
月
以
上
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
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③ 社協の強み・弱み 

 チェックリストや財政状況等で明らかになっている事実をもとに、改善すべき

課題の抽出や、社協が事業機会をいかしていける強み（社協らしさ）は何かを把

握するために社協職員の係長を中心に SWOT 分析を行いました。これを踏ま

え、どのような戦略をとるべきかを考えていきます。 

 

 

 

 

 

 

  内部環境 外部環境 

プ
ラ
ス
面 

【強み】 

〇国家資格等の取得に積極的な職員が

多い。 

〇離職者が少ない。 

〇専門職としての責任感が強い職員が

多い。 

〇有資格者が多い。 

〇１時間から時間休がとれるなど、休

暇が取りやすい。 

〇施設を所有しており、多彩な事業が

可能。 

 

【機会】 （チャンス） 

〇高齢者サロン、住民主体のいきいき百歳

体操が広がっており、介護予防、社会参加

する高齢者の関心が高い。 

〇自主防災組織とともに、防災訓練活動等

行っている。 

〇有志が集まってのボランティア活動グル

ープが多い。 

〇それぞれの地区の民生児童委員の定例会

に職員が参加し、情報交換できている。 

〇福祉まるごと相談会を実施し、地域で相

談を受ける体制づくりをしている。 

マ
イ
ナ
ス
面 

【弱み】 

●財政基盤が弱い（市の補助金に頼っ

ている）。 

●自主財源を得る努力をしていない。 

●社協全体で ICT 化が進んでおらず、

事務作業の効率が悪い。 

●人材育成、事業継続などができてい

ない。 

●組織としての方針がない。 

●施設を所有しているため、管理費、修

繕費が必要。 

●地域福祉の情報発信が少ない。 

【脅威】（ピンチ） 

●人口減少が続いており、地域社会の担い

手が不足している。 

●高齢化の進展、生活の多様化などにより、

地区の支え合いの基盤が弱まっている。 

●社協のことを知らない人が多い。 

●市内の社会福祉法人との繋がりがない。 

●物価高騰により施設修繕費等も高騰して

いる。 

●市の財政がひっ迫しており、補助金減が

見込まれる。 

 

◎強みを強化してチャンスを生かす。 

〇チャンスを生かして弱みを克服する。 

◎強みでピンチを克服する 

〇弱みが、ピンチで受ける影響を回避する。 
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＜経営戦略シート＞ 

 

 

経
営

戦
略

課
題

シ
ー
ト

 

項
目

 
現

状
の

姿
 

現
状

の
課

題
 

強
み
（
で
き
て
い

る
） 

弱
み
（
で
き
て
い
な
い

）
 

経
営

理
念

・

周
知

 

 
法

人
理

念
お
よ
び

行
動

指
針

の
明

文
化

 
早

期
に
理

念
・
行

動
指

針
を
職

員
全

員
で
明

文
化

し
、
内

部
で

周

知
浸

透
を
図

る
。
 

 
法

人
理

念
お
よ
び

行
動

指
針

の
外

部
へ
の

周
知

浸
透

 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
イ
ベ
ン
ト
開

催
等

の
宣

伝
広

報
活

動
等

を
実

施

す
る
と
と
も
に
、
施

設
内

の
見

や
す
い

と
こ
ろ
に
掲

示
す
る
。
 

経
営

戦
略

 
 

法
人

理
念

お
よ
び

行
動

指
針

に
基

づ
く
介

護
や
支

援
を

初
任

者
を
含

む
職

員
が

意
識

で
き
て
い

る
 

各
部

署
で
の

行
動

指
針

に
基

づ
く
研

修
を
行

い
、
介

護
や
支

援
の

方
法

に
つ
い

て
協

議
す
る
。
 

理
事

会
・
評

議
会

へ
の

事
業

報
告

、
予

算
決

算
報

告
を

含
め
、
丁

寧
な
情

報
提

供
を
行

っ
て
い

る
。
 

経
営

戦
略

計
画

は
で
き
て
い

な
い

。
 

経
営

戦
略

計
画

を
係

長
以

上
の

職
員

で
策

定
す
る
。
 

組
織

活
性

化
・
 

人
材

づ
く
り

 

専
門

職
と
し
て

の
資

格
を

持
つ

職
員

が
ほ

と
ん
ど

で

あ
り
、
国

家
資

格
等

積
極

的
に
取

得
し
て
い

る
。
 

 
組

織
と
し
て

の
目

標
設

定
や

改
善

の
取

り
組

み
に

つ
い

て
職

員

全
員

で
取

り
組

む
。
 

 
メ
ン
タ
ー
制

度
な
ど
で
丁

寧
な
業

務
指

導
や
相

談
体

制

を
確

立
す
る

 

専
門

講
師

を
外

部
よ
り
招

き
、
管

理
職

を
中

心
と
し
た
メ

 

ン
タ
ー
制

度
研

修
を
開

催
す
る
。

 

 
人

材
育

成
に
取

り
組

め
て
い

な
い

。
 

職
場

内
で
の

研
修

を
開

催
す
る
。
 

技
術

力
 

専
門

職
が

多
い

。
 

統
一

し
た

制
度

が
な

い
た

め
、
技

術
力

に
ば

ら
つ

き
が

あ
る
。
 

職
場

内
勉

強
会

を
活

性
化

さ
せ
、
初

任
職

員
の

経
験

等
 

を
含

め
て
、
講

師
を
行

う
こ
と
で
組

織
強

化
を
図

る
。
 

 
指

導
す
る
と
い

う
こ
と
が

う
ま
く
機

能
し
て
い

な
い

。
 

標
準

マ
ニ
ュ
ア
ル
の

策
定

等
、
職

場
内

で
の

技
術

力
伝

承
研

究
会

を
立

ち
上

げ
る
。
 

信
頼

性
 

（
利

用
 

者
・
地

 

域
・
関

係
 

機
関

・
行

 

政
等

）
 

公
認

会
計

士
に

よ
る

会
計

書
類

の
チ
ェ
ッ
ク
に

よ
り

透
明

性
の

確
保

に
努

め
て
い

る
。
 

事
業

に
多

大
な

影
響

を
及

ぼ
す
よ

う
な

不
祥

事
・
事

故
は
起

こ
し
て
い

な
い

。
 

実
施

指
導

・
監

査
に

つ
い

て
の

指
摘

に
つ

い
て

も
軽

微
で
あ
る
。

 

法
定

以
外

の
評

価
（
第

三
者

評
価

等
）
の

受
審

実
績

が

少
な
い

。
 

内
部

監
査

は
実

施
し
て
い

な
い

。
 

第
三

者
評

価
の

受
審

 

安
全

性
 

施
設

の
定

期
点

検
を
行

っ
て
い

る
。
 

修
繕

計
画

を
策

定
し
て
い

な
い

。
 

修
繕

計
画

を
策

定
す
る
。
 

継
続

性
 

 
大

規
模

災
害

に
備

え
た
計

画
を
立

て
て
、
毎

年
更

新
し
、

職
員

間
に
も
周

知
し
訓

練
を
す
る
必

要
が

あ
る
。
 

毎
年

更
新

す
る
こ
と
の

周
知

 

訓
練

の
実

施
 

公
益

性
 

 
社

協
の

存
在

が
、
地

域
に
知

ら
れ
て
い

な
い

。
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4. 基本理念・使命 

① 社会福祉協議会の基本理念と使命 

 社会福祉法人 全国社会福祉協議会の「社会福祉協議会 基本要項 2025」

には、社会福祉協議会の使命として「社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図る

ことを目的とする団体として、住民主体の理念に基づき、住民や地域の関係者と

の協働により、ともに生きる豊かな地域社会を創造することを使命とする。」と

あります。「ともに生きる豊かな地域社会」とは、住民一人一人が協働し、日々

ともに支え合って、生活における楽しみや生きがいを見出し、生活上の様々な困

難を抱えた場合でも、社会から孤立せず、安心して、その人らしい生活が送るこ

とができる社会です。 

 小松島市社会福祉協議会では、そのことを踏まえ、また地域の実情、社協の実

体も加味しながら、小松島市社会福祉協議会としての基本理念と使命を、職員で

考えました。 

 

《小松島市社会福祉協議会の基本理念》 

 

   

 

 

 

《小松島市社会福祉協議会の使命》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎尊厳の尊重と自立支援 

◎住民参加と連携・協働 

◎地域福祉の基盤づくり 

◎住民主体による福祉コミュニティづくり 

◎自己研鑽・チームワーク・チャレンジ精神 

 

 

 社協がめざす地域の姿 



11 

 

  基本理念を踏まえた使命の具体的な内容はつぎのとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●誰もが住み慣れたまちで、安心して自分らしく暮らせるよう、地域の中

で支え合いの仕組みをつくり、共に生きる豊かな地域社会づくりを推

進する。福祉課題の解決に向けて取り組む。 

尊厳の尊重と自立支援 

●あらゆる人の居場所となりつ

つ、情報発信して、社協を住民皆

に理解してもらう中で、地域福

祉の基盤づくりを推進する。 

 

●地域貢献として、寄付してもら

う。 

地域福祉の基盤づくり 

●地域住民とともに地区社協、民生委

員・児童委員を始め、行政、関係団体

のみならず地域のあらゆる機関と連

携しながら、地域に根差した福祉を推

進する。 

 

●地域住民や子どもたちが福祉につい

て理解でき、共に生きるという事の共

通理解を図り実践できるような機会

を増やします。 

住民参加と連携・協働 

●地域住民の力を引き出し、小松島の強み

をいかした活動を行うことで住民主体の

福祉を推進する。  

住民主体による福祉コミュニティづくり 

 

●地域の様々な生活課題に対

応できるソーシャルワーク力

を持つ。 

自己研鑽・ 

チームワーク・ 

チャレンジ精神 
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② 行動原則 

行動原則は、社協に勤務する全職種の職員が共有し、その一人一人が主体的に取

り組むべき課題やめざすべきあり方を、社協職員はもとより、社会福祉協議会内外の

関係者に対して明文化し、社協活動の活性化を図ることを目的としています。 

社協の使命とともに、職員が係長を中心に検討し、小松島市社協がめざす地域の

姿はどういうものなのか共通認識を持ち、これまで築き上げてきた社協職員としての

価値観や使命感を行動原則として明文化し、各部署の職員が詰めに見えるところに

掲示しています。 

 

 《行動原則》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 わたしたちは、人々の尊厳と自己決定を尊重し、誰も取り残されない住みやす

い地域づくりを推進します。 

 

〇 わたしたちは、住民が身近な地域における福祉について関心を持ち、福祉活動

に参加する住民主体による福祉コミュニティづくりをめざします。 

 

〇 わたしたちは、地域課題を市全体の問題と捉え、多様な機関と連携・協働により

課題解決に取り組み、成果を生み出し、信頼される社協をめざします。 

 

〇 わたしたちは、自己研鑽とチームワークを大切にし、専門性を高め、連携とチャ

レンジ精神で業務に取り組みます。 

 

〇 わたしたちは、法令を遵守し、社協の組織や事業に関する説明責任を果たし、信

頼される社協づくりをすすめます。 

 

〇 わたしたちは、常に自らの行動や判断が正しいか公平で適切かを顧み、よりよ

い対応を心がけます。 

 

〇 わたしたちは、職場環境にも配慮し職員一人一人が安心して力を発揮できる環

境づくりを心がけます。 
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5. 社協の事業 

① 部門の構成 

 市区町村社協は、「連携・協働の場」として地域住民の複合化・多様化した地

域生活課題や潜在的ニーズを受け止め、地域を基盤にして解決につなげる支援

やその仕組みを多様な地域関係者と協働してつくることを目的に、具体的な事

業展開を図っているところです。 

 小松島市社協でも、地域住民の生活課題を組織として受け止め、各部門間の相

互連携を確立するために、事業について以下の部門での事業体制とします。 

  １. 法人経営部門 

  ２. 地域福祉活動推進部門 

  ３. 相談支援・権利擁護部門 

  ４. 介護・生活支援サービス部門 

 

② 部門の事業内容 

 それぞれの事業内容は次の通りです。 

 1. 法人経営部門 

   適切な法人運営や事業運営を行うとともに、総合的な企画や各部門間の

調整等を行う社協事業全体のマネジメント業務を担います。 

   具体的な事業としては、理事会・評議員会等の運営、財務管理、人事管

理、労務管理、BCP策定、社協中期計画の進行管理、広報活動等です。 

 

 ２. 地域福祉活動推進部門 

   地域住民や多様な組織、関係者の連携・協働による地域生活課題の解決や

地域づくりに向けた取り組みの支援、福祉教育、ボランティア活動を通じた

地域住民の主体形成、地域の組織・関係者の協働を促進する地域福祉推進の

中核的な役割を果たします。 

   具体的な事業としては、地区社協の活動支援、サロンの推進、ボランティ

アの運営、災害ボランティアセンターの運営、共同募金などです。 

 

 ３. 相談支援・権利擁護部門 

   地域住民のあらゆる生活課題を受け止め、地域での生活支援に向けた相

談・支援活動、権利擁護支援、情報提供・連絡調整を行います。 

   具体的には、日常生活自立支援事業、成年後見制度利用促進の中核機関、

法人後見の実施、生活福祉資金貸付事業、多機関協働事業などです。 
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 ４. 介護・生活支援サービス部門 

   介護保険サービスや行政からの委託、補助で行うその他のサービスを提

供する部門です。 

   具体的には、包括的支援事業、生活支援体制整備事業等、介護保険法に基

づく事業、その他行政からの補助事業です。 

 

③ 社協の構成員と会員 

 市区町村社協は、地域福祉の推進に参加・協働する地域のあらゆる組織・団体

を構成員とし、地域社会の総意を結集することが重要です。構成員としては、住

民組織、社会福祉事業者及び社会福祉関係団体、社会福祉に関する活動を行う団

体等、地域福祉推進に必要な地域の主要な団体を基本に構成しています。 

 また、会員規定により会員制度を整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 組織体制 

 社協は、民間団体としての主体的な経営判断を行い、かつ地域に開かれた組織

体制を確立し、公共性と民間性をあわせ持つ地域福祉の推進を図る団体として

地域住民から信頼される組織づくりをめざしています。 

 そのために、地域社会の総意の中で事業を展開できるよう評議員会、理事会を

構成し、その活性化を図ります。 

 

小松島市社会福祉協議会会員規定（抜粋） 

（会員の区分) 

第３条本会の会員は、次のとおりとする。 

（１）個人会員個人単位で入会したもの 

（２）団体会員社会福祉関係機関及び団体、ボランティア団体、

町内会・自治会等で入会したもの 

（３）施設会員社会福祉関係施設で入会したもの 

（４）賛助会員企業等で入会したもの 

（会費） 

第４条会費は年額とし、会費額は次の各号のとおりとする。 

（１）個人会員１口５００円 

（２）団体会員１口１，０００円 

（３）施設会員１口２，５００円 

（４）賛助会員１口１，５００円 
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6. 経営ビジョン・将来あるべき姿 

 それぞれの部門での現状の姿、現状の課題から、社協の基本理念、使命、行動

原則を踏まえ、社協の将来の方向性（経営ビジョン）やめざす姿を整理します。 

 

◎安定的な経営のための財務の健全化 

  社会福祉協議会が、今後も持続可能となるよう、安定的な経営に必要となる

適正な事務管理、経費の確保が必要です。自主財源を拡大し、財務の健全化を

図っていかなければなりません。 

  また、市からの補助金や委託金については、その事業の必要性や、地域にも

たらす福祉の波及効果をアピールし、地域に最も近い福祉専門機関として、社

協ならではの強みを理解してもらう必要があります。 

 

◎持続的・発展的な組織運営 

社会福祉協議会は、地域福祉のために持続していく組織であらねばなりませ

ん。そのためには、地域住民や関係機関からの期待と社会からの要請にこたえ

られる組織運営が必要です。法人として信頼が得られる運営の地盤固めが必要

です。 

また、社会福祉制度の改正に対応できる組織体制をいち早く構築し、職場環

境の改善、社協の使命に注力するための業務効率化を図っていきます。 

 

◎社協としてのブランド力 

  社会福祉協議会は、地域の方から「安全」、「安心」というイメージを持た

れています。その裏付けは、行政（市役所）と同一視されているところにある

と予想されます。しかし「社協」は、社会福祉法で「地域福祉の推進を図るこ

とを目的とする」団体として位置づけられており、独立性を高めていくこと

が必要です。 

  また、「市」ではなく、「社会福祉協議会」というブランドを常に示し、「知

っている人は知っている」ではなく、「地域福祉のことは、社協」と必要とさ

れる存在をめざします。 

 

◎意欲とやりがいと誇りを持てる人材の育成 

  社会福祉協議会の基本理念を実現できる人材の育成と、組織横断的な人材

育成の仕組みづくり、多様な人材の安定的な確保が必要です。 

  また、「社協はワンチーム」であることを職員全員で意識し、地域福祉を進

めていく法人として、相互理解と協力体制が自然とできる人材育成が必要です。 
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7. あるべき姿（ビジョン）を達成するための方針とスケジュール 

 整理した社協の将来の方向性（経営ビジョン）やめざす姿から、それぞれの

方針とそのスケジュールについて整理しました。 

 

① 法人経営部門  

  項目を 

（１）理念に基づく計画的な経営 

（２）人材確保・育成・定着支援 

（３）財源確保 

（４）構成員・会員 

（５）行政とのパートナーシップ 

（６）広報、情報発信 

に分類し、それぞれについてまとめました。 

 

（1）理念に基づく計画的な経営 

 【ビジョンを達成するための方針】 

1.早期に理念・行動指針の浸透を図る。 

2.経営戦略計画を係長以上の職員で策定し、職員へ周知と理解を深める。 

3.組織としての目標設定や改善の取り組みについて職員全員で取り組む。 

4.事業ごとのBCPの修正と訓練、事務局の総括のBCPの作成に早期に取り

組む。 

5.災害時に協力できる体制づくりを内外で進める。 

6.持続して活用できるよう計画的に施設改修を行う。 

 

 【スケジュール】 

８年度 9・１０年度 １１・１２年度 

基本理念・行動原則等の明文化 

ホームページで公表 

基本理念・行動原則の見直し検討  

中期経営計画の周知と理解   

年次計画の策定と実施   

社協の経営状況や事業内容につい

て職員の理解を進める 

  

BCPの策定・危機管理の見直し 訓練の実施・BCPの見直し  

災害時の協力体制を進める。 

 

市との連携協定 

 

災害ボランティアセンターについ

ての具体的な協議を進める 
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（２）人材確保・育成・定着支援 

 【ビジョンを達成するための方針】 

１.地域福祉推進の中核的団体の職員として必要な考え方や視点を共通認識

できるよう育成する体制を整える。 

2.人材育成の目的は、「経営に資する人材」つまり「企業の存続と経営目

標の達成に寄与する人材」の輩出とし、業務や課題解決に向けて適切な

判断と対応ができる人材を育成する。 

3.各職員が社協の方針を理解する。 

4.個人、各部署の状況を把握する。 

5.コンプライアンス意識の醸成と定着を推進するため、研修を通じて教育 

を継続的に実施する。 

6.年度ごとに退職者、欠員、新規事業等の有無を考慮し、採用計画を策定 

する。 

7.職員の生産性、モチベーションを向上させる職場環境の改善 

8. 働きがいを感じながら持続的運営が担保されるための体制 

  

【スケジュール】 

 

８年度 ９・１０年度 １１・１２年度 

災害時の福祉支援について協

議を進める 

  

計画的な施設改修と整備   

８年度 ９・１０年度 １１・１２年度 

人材育成のための研修計画の作成 人材育成のための研修

実施 

 

年間目標設定と自己評価、管理者との面談   

ストレスチェックを実施し、職員の環境改善

を図る 

  

職場環境の課題抽出 

ワークライフバランス、業務の効率化、会

議、行事等の見直し 

課題に対する実施と取

組 

評価 

 

職員採用計画に基づく、計画的な採用活動   

人材の確保と定年の見直し   

リーダー育成を目的に指導体制の構築   
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（３）財源確保 

 【ビジョンを達成するための方針】 

  1.社協職員が、担当の事業に対する収入の財源、支出の内訳について理解す

る。 

  2.事務の効率化や経費の削減を図る。 

  3.寄付金の収益を上げていく。 

  4.ソーシャルメディアによる寄付金の受付や広告収入を得る仕組みを  

検討する。 

  5.財源の多角的な確保に向けて検討を進める。 

  6.新たな地域生活課題に対応するための財源として、共同募金への協力と

積極的な活用を図る。 

 

 【スケジュール】 

 

 

（４）構成員・会員 

 【ビジョンを達成するための方針】 

1.理事会・評議員会に対して、事業活動や課題について情報提供する。 

２.賛助会員を増やすには、社協の目的や事業等を理解してもらうようパン

フレットの作成をし、地域の企業や団体へ出向き、いただいた寄付の使途

などを明確に伝え、社会貢献活動の視点から賛同を得られるようにする。 

 

 

 

８年度 ９・１０年度 １１・１２年度 

担当の事業収支内訳について職

員が把握する 

すべての事業収支内訳につ

いて職員が把握する 

 

業務の見直しを図り、経費の無

駄を削減する 

  

会員数を前年度の２倍にする 

R７年度：９４人 

  

寄付金の収益を上げていく 社会貢献としての寄付金を

企業に依頼していく 

 

ホームページや広報紙への企業

広告掲載 検討 

企業との繋がりを拡大し、 

広告収入等の検討 

ホームページバナー広告収

入を前年度比1.5倍に増 

共同募金の目標額の達成と、活

用検討 
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  【スケジュール】 

 

 

（５）行政とのパートナーシップ 

 【ビジョンを達成するための方針】 

１.社協の事業・活動の実績や取り組みの効果について、市に理解してもら

えるよう説明手法を工夫し、公的財源を確保する。 

2.福祉以外の分野においても情報や問題意識を共有できるよう共通の課題

を検討していく。 

３.社協の取り組みを根本から見直し、市の課題について関係各課と課題解

決に向けての協議を行う。 

 

 【スケジュール】 

 

 

（６）広報、情報発信 

 【ビジョンを達成するための方針】 

  1.適切に情報発信を行うことで、地域福祉の推進と社協への賛同者を増や

す。 

【スケジュール】 

 

８年度 ９・１０年度 １１・１２年度 

役員への情報提供を前年度よりも

多く行う 

  

社協パンフレットの見直し・充実 随時更新  

８年度 ９・１０年度 １１・１２年度 

担当課に向けて、社協の活動や委

託事業についての報告を行う 

  

わかりやすい報告書について検討   

地域福祉に関する市の課題につい

て福祉以外の所管課との情報共

有、意見交換を行う 

随時 随時 

８年度 ９・１０年度 １１・１２年度 

定期的に社協で実施している取

り組みをホームページやSNSで

発信する 

実施  
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② 地域福祉活動推進部門 

  項目を（１）住民主体の福祉活動を推進する組織づくり 

（２）住民主体による福祉活動の推進 

（３）個別支援と地域づくりの一体的な展開 

（４）地域福祉計画・地域福祉活動計画 

に分類し、それぞれについてまとめました。 

 

 （１）住民主体の福祉活動を推進する組織づくり 

 【ビジョンを達成するための方針】  

1.社協は幅広い関係者の連携・協働の場としての役割を果たしていけるよう

地域福祉推進基礎組織同士の情報交換や交流の場を設ける。 

２.地域に住民の福祉活動拠点を整備し、相談窓口を設け、ニーズ把握・相談

機能を整備する。 

３.コミュニティソーシャルワーカー育成 

４.地域のつながりに基づく地縁組織と特定の目的をもって組織される地縁

組織が協働していけるような体制を整える。 

 

 【スケジュール】 

 

 

 （２）住民主体による福祉活動の推進 

 【ビジョンを達成するための方針】  

  1.住民を主体とした活動の実施に向けて、情報提供や助言、活動支援を行う。 

 ２.学習活動と社会貢献活動を結び付けたサービスラーニングの手法を取り

入れ、学校や地域住民、地域の関係者を巻き込んで福祉教育を実施する。 

３.地域に必要とされるボランティアの育成 

４.共同募金への理解促進と活用の検討 

5.発災時の災害ボランティアセンターの設置に向けた体制整備 

 

 

 

 

 

８年度 ９・10年度 11・12年度 

ボランティアや地縁組織等の関係

団体との情報共有の場の設置 

ニーズに応じた地域団体

同士の協働機会の創出 

協働の取組の定着と継続

的な情報共有体制の構築 

CSWの配置財源になりえる事業に

ついて市と共に活用について検討 

CSWの業務理解と育成  
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 【スケジュール】 

  

 

（３）個別支援と地域づくりの一体的な展開 

  【ビジョンを達成するための方針】 

   1.地域の社会福祉法人・福祉施設との連携・協働の推進に向けて、連絡会 

や勉強会等を組織化していく。 

２.アウトリーチの重要性や個別支援と地域づくりの一体的な展開に取り

組む重要性について、社協全体で勉強会を開催し共有していく。 

3.地域生活課題を住民と共有し協議する場、住民と専門職がともに参加し

て事例検討等を行う場を設ける。 

８年度 ９・10年度 11・12年度 

住民主体の活動について把

握している活動とその課題

の洗い出し 

活動継続に必要な支援を検討する 

住民主体活動への参加促進のため

の情報提供 

役割の明確化、定期的な

話し合いの場、他団体等

とのつながりを支援し、

さらなる住民活動の構築

を促す 

取組の継続、展開に向けた支援体

制の整理 

ボランティア育成のしくみ定着 地域に必要となるボラン

ティア活動の育成支援 

作成したものを活用し、重点テー

マ設定の参考にしたり、講演会、

研修会の資料として活用する。 

データ化、見える化を進

める。 

サービスラーニング等福祉

教育の全国事例等情報収集

し、今実施している他に社

協でできる取り組みを検討 

前年度に検討した取り組みについ

て、学校や地域、施設などで学び

合う機会を作る 

研修の評価を実施し、再

検討を重ね、展開してい

く。 

福祉教育の担い手育成のための研

修を定期的に実施する体制の構築

と仕組みづくり 

認知症サポーターを毎年 

１００名ずつ増やす 

新規開催２か所増 

 

 

共同募金の年度目標を達

成する 

  

災害ボランティアセンター

の設置運営について市と協

議し、協定を締結する 

地域の幅広い関係者団体と協定を

結び、協働による災害ボランティ

アセンター運営に向けての体制を

整備する 

災害ボランティアセンタ

ーの設置運営マニュアル

を作成し、立ち上げ訓練

を定期的に行う。 
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  【スケジュール】 

 

 

 （４）地域福祉計画・地域福祉活動計画 

  【ビジョンを達成するための方針】 

1.市と協働して、地域福祉計画の改定を行う。 

２.計画の達成度について、可視化する。 

３.地域福祉活動計画において、共同募金の活用を位置づける。 

４.活動計画を通じて住民の福祉活動の活性化や新たな事業・活動、仕組

みづくりを進める。 

 

  【スケジュール】 

 

 

③ 相談支援・権利擁護部門 

 項目を（１）包括的な相談と支援 

（２）相談支援業務のマネジメント 

（３）地域における多機関協働の推進 

（４）権利擁護支援の体制整備 

８年度 ９・10年度 11・12年度 

地域の社会福祉法人やNPO・

企業等と連携にむけ、連絡会

や勉強会を組織化する 

連携の場を活性させ、

地域生活課題の発見と

情報共有を図る 

連携しながら、生活課題に対応

できる事業について検討し、展

開に向けた方向性の検証を行う 

アウトリーチや地域づくりに

ついて社協内で勉強会を実施

し、参加者の意識を高める 

地域づくりの具体的な

取り組みを進める。 

地域資源を活用しやすい仕組み

を検討 

個別支援と地域づくりを一体的

に促えた事例共有の実施 

住民と専門職が事例検討等を

行う場合の留意点等検討する 

整理した留意点や進め

方をもとに、モデル的

に地域住民と専門職で

事例検討実施 

役割の整理と協働の促進、顔の

見える関係づくりを進める 

 

８年度 ９・10年度 11・12年度 

地域福祉計画の改定 計画の達成度について

評価結果を踏まえた活

動の推進と見直し 

 

評価結果を踏まえた取組の推進お

よび次期計画に向けた課題整理 

 

地域福祉活動計画について、

福祉計画と一体的に作成 
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に分類し、それぞれについてまとめました。 

 

 （１）包括的な相談と支援 

  【ビジョンを達成するための方針】 

  １.窓口につながりにくい相談者の存在を常に意識し、相談曜日や時間、相

談方法について、相談者の利便性に配慮する。 

２.相談については、断らずに受け止めるという姿勢を職員全員で意識する。 

３.地域の社会資源に関する情報を把握し、関係機関と連携し、相談内容に

応じて適切に専門機関につなぐことができる。 

 

  【スケジュール】 

 

 

 （２）相談支援業務のマネジメント 

  【ビジョンを達成するための方針】 

  １.相談記録を適切に管理・共有する仕組みを整備し、支援者間の円滑な情

報共有や継続的な支援を行う。 

２.職員の資質向上やバーンアウト防止のためチームによる支援の体制を構

築する。 

【スケジュール】 

 

 

 （３）地域における多機関協働の推進 

  【ビジョンを達成するための方針】 

  １.多様な機関で連携しながら、各機関の強みを生かして関わり、地域に対

８年度 ９・１０年度 11・12年度 

相談内容の検討、各部署での相談

業務を整理し、共有するツールや

方法を検討する。 

作成したツールの試行し、問

題点を抽出し、改善点を確認

する 

作成したツールを実

行し、修正を行いな

がら、情報共有が容

易になる体制構築 

地域の社会資源について、リスト

を抽出する。（法律関係機関、公

的機関など） 

社会資源リストを作成して 

各機関との関係づくりを行う 

リストやマップ作成

し、地域へ周知する

（SNS、広報等）相

談体制を構築する 

８年度 ９・１０年度 11・12年度 

連携対応を行う チームでの支援体制構築実施 相談支援のPDCAサ

イクルの確立・改善 
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して包括的に支援できるよう、地域の社会福祉法人、福祉施設、関係団

体等が参画する勉強会や事例検討会等を開催し、ネットワークを構築す

る。 

２.関係事業者で、社会資源の情報等を共有し、役割分担、連携について

検討・調整する仕組みを再検討する。 

 

【スケジュール】 

 

 

 （４）権利擁護支援の体制整備 

  【ビジョンを達成するための方針】 

   1.関係団体とともに、入院・入所、賃貸住宅の入居支援、死後事務等の課

題解決のできる仕組みづくりを検討していく。 

２.市民後見人の育成・活動支援等の権利擁護支援に関する事業の実施にむ

けて検討する。 

3.支援を必要とする高齢者等の意思決定や権利行使の支援に取り組む。 

4.認知機能の低下した高齢者等が、地域で安全・安心に暮らせるよう見守

るとともに、認知症高齢者とその家族の相談支援に取り組む。 

５.虐待の早期発見や予防に取り組み、体制づくりや周知を進める。 

 

【スケジュール】 

８年度 ９・１０年度 １１・１２年度 

多機関協働で実施している重

層的支援会議について、市と

協力しながら進め方・内容・

参加者等を検討 

多機関協働での支援会議を重

ね、支援力の向上と課題の蓄

積・検討 

支援方法についての改善点や

役割分担等の見直し、多機関

協働での支援体制の強化 

８年度 ９・１０年度 １１・１２年度 

身寄りのない高齢者が安心して暮

らせるための意思決定支援や身元

保証問題などの課題抽出 

権利擁護支援に関する新事

業の情報収集・実施 

 

実践体制、連携づくり、

実行できる事業へ発展 

虐待予防の地域支援の検討  地域住民に向けた虐待予

防の地域の集いの講演 

虐待リスクの早期発見に

つながる広報等体制構築 

認知症当事者の声を反映した支援

を検討 

認知症の当事者が活躍でき

る場の継続 

認知症当事者参加を増やす 

認知症当事者の声を反映

した施策の実施 

市民後見の制度について知る 権利擁護支援者養成講座の

受講者を増やす 

市民後見人の育成のため

の土台作り 
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④ 介護・生活支援サービス部門 

 項目を（１）地域のニーズに応じた介護・生活支援サービスの実施 

（２）サービスの質の向上、経営基盤強化 

に分類し、それぞれについてまとめました。 

 

 （１）地域のニーズに応じた介護・生活支援サービスの実施 

  【ビジョンを達成するための方針】 

１.地域の課題解決やニーズに対応する持続可能な、地域における組織づく

りを進める。 

２.地域の課題解決やニーズに対応するサービスを地域住民、企業や事業所

と進める。 

３.必要に応じた枠にとらわれないサービスの検討 

 

【スケジュール】 

 

 

 （２）サービスの質の向上、経営基盤強化 

  【ビジョンを達成するための方針】 

   1.運営基準や虐待防止法等に定められた取り組みを遵守し、実施主体と

しての責任をもって事業に取り組む。 

   2.職員一人一人のコミュニケーション能力や経験、習熟度に応じた研修

の機会を確保する。 

3. 安全・安心な質の高い福祉サービスを探求するため、サービス提供手

８年度 ９・10年度 11・12年度 

地域にある資源・地域の課題、ニ

ーズを収集 

地域ごとに資源と課題のマ

ップづくり 

 

地域における組織づくりについて

検討 

住民が主体的に参画・合意

形成できるようワークショ

ップ開催 

地域運営組織に必要な知

識の修得等できる学びの

場を設置 

市と協働して生活支援に対して協

力してくれる企業を募る 

企業と住民主体の組織との

マッチング  

協働体の設立 

 

支援サポート体制の構築について

検討 

支援サポート体制マニュア

ルの作成 

ICTを活用したニーズと

支援者のマッチング方法

の検討 

官民連携による生活支援の

協働事業の検討 

説明会の開催 

モデル地区の選定、実施 
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法の不断の見直しによる業務改善を進める。 

4.ICT化を進め、業務の効率化を図る。 

５.地域に求められる役割・機能を維持していく。 

 

【スケジュール】 

 

８年度 ９年度 １０年度 

研修委員会の設置と研修体制

の整備 

  

業務手順や動線、モノの配置

等の見直し 

業務改善に向けた見直しの実

施 

職員の働きやすさ向上に向け

た環境整備の強化 

できたスペース、あいた時間

を地域に還元、収益化 

改善内容の検証および継続的

な改善の検証 

ICTを活用した業務効率化 ICT化の本格運用による業務

効率化と情報共有行いやすい

環境を整備 

 

現行のサービス提供の見直し   


